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平成２８年度事業計画書  

 

 平成２８年度は、中央区（以下「区」という。）が進めるまちづくりの推進に協力し、住民福祉

の増進及び地域社会の発展に寄与することを目的として、地域の活性化及び居住環境の向上に資

する諸事業を実施する。 
 

 

１ まちづくりの推進に関する調査研究及び意識啓発（定款第５条第１号） 
 

(1) 都市開発動向に関する情報の収集 

市街地再開発に関する情報誌などを通じ、区及び他の自治体における都市再開発の動向に

関連する情報の収集を行う。 
 

(2) 区が進める都市整備に係る相談 

築地場外市場地区のまちづくりに係る共同建替等に関する相談・助言を行う。 
 

(3) まちづくりに対する指導・助言  

築地場外市場地区の振興に向けて、必要な指導・助言や業務の補佐を専門コンサルタント

に委託し、特定非営利活動法人「築地食のまちづくり協議会」（以下「協議会」という。）及

び「築地魚河岸」の入居者による団体（以下「入居者団体」という。）の活動を支援する。 
 

(4) まちづくり推進のための組織の育成と援助 

まちづくりや建物共同化の動きのある地域において、区と連携してこれらを推進するため

の組織の育成を図るとともに、必要な調査や資料提供などの援助を行う。 
 

(5) まちづくり推進のための意識啓発 

まちづくりの推進に関する意識啓発を図るため、講演会の開催や広報紙の発行などの情報

提供を行う。 
 

事 業 名 内 容 対 象 

「まちづくり講演会」

の開催 

地域にふさわしいまちづくりのビジョンや手法な

どをテーマに講演会を開催する。 

区民及び地域の

事業者等 

「まちづくりのひろ

ば」の発行 

築地場外市場地区のまちづくりに関する諸情報の

提供を行う。 

築地地区住民及

び事業者等 
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２ 活性化の推進が必要な地域に対する支援（定款第５条第２号）・地域の活性化に資する施

設の管理運営（定款第５条第５号） 
 

築地場外市場地区の活気とにぎわいの向上に資するため、同地区にある「まちづくり支援施

設（駐車場及び店舗）」を区から借り受け、地域の実情を踏まえた有効活用を図るとともに、協

議会の活動を支援する。 

また、同地区で平成２８年１０月に開業を予定している「築地魚河岸」を区から借り受け、

食のまち築地のにぎわいの拠点となるよう、施設の管理運営を行うとともに、入居者団体の活

動を支援する。 
 

 (1) まちづくり支援施設の概要 

① 駐車場施設 

 築地川第一駐車場 

所 在 地 中央区築地４－１６－１ 

対象車両 自動車 二輪車等 

駐車可能台数 
２３１台 

（うち定期利用３４台） 

３０台 

（定期利用） 

駐車料金 

・一般利用 

 ３０分につき２００円 

・定期利用 

 月額 ４０，０００円 

月額 ３，０００円 

営 業 日 

営業時間 

・年中無休 

・２４時間営業 

・年中無休 

・午前３時～午後３時までの間 

※ 自動車の定期利用については、平成２８年９月３０日をもって廃止する。 

② 店舗施設 

所在地 中央区築地４－１６－２ 

規模 

１  階  ３１区画（主に店舗） ７４１㎡ 

２  階  ３４区画（主に倉庫） ７９７㎡ 

共用部分  （通路、トイレなど） ７５９㎡ 

合  計   ６５区画    ２,２９７㎡ 

 

(2) 支援事業 

協議会に対し、その活動に伴う事業経費、法人運営経費等の一部を助成することにより、

築地場外市場地区の良好なまちづくりを推進する。 

また、協議会の運営や事業を補佐し、団体としての活動が円滑に行えるよう支援する。 
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(3)「築地魚河岸」の開業 

豊洲市場の開場（平成２８年１１月予定）前に「築地魚河岸」が確実に先行営業できるよ

う、区や入居者団体等と連携して、内装工事の調整や施設管理規約・運営規約の策定など、

開業に向けた準備を進める。 

また、開業後は築地の活気とにぎわいを将来に向けて継承するための食文化の拠点として、

新鮮かつ多品種の食材販売などができるよう、施設の管理・運営を行う。 

 

３ 再開発事業に伴う環境整備等に関する支援（定款第５条第３号） 
 

(1) 営業継続援助及び居住継続援助（受付等の業務） 

区の再開発に係る区域内の住民等を対象とした各種援助に関する業務を行う。 

① 営業継続援助の対象区域 

晴海一丁目地区（平成２８年１２月３１日をもって終了する。）及び勝どき駅前地区の

再開発区域 

② 居住継続援助の対象区域 

日本橋浜町三丁目西部地区、月島一丁目３・４・５番地区、月島駅前地区、勝どき駅

前地区、晴海一丁目地区及び晴海三丁目西地区の再開発区域 
 

(2) 地域活性化活動援助 

大規模再開発事業の周辺区域における地域のにぎわいづくり、文化等の維持継承、コミュ

ニティの形成等地域の活性化に向けた活動援助に関する業務を行う。 

 

４ 分譲マンション等の維持管理に関する支援（定款第５条第４号） 
 

区内のマンション居住世帯率が高いという区の特性を踏まえ、より良い住環境を作るため、

マンションの適正な維持管理や良好な地域コミュニティ形成に係る支援・相談事業を区と連携

して実施する。 
 

(1) 助成事業  

事 業 名 内 容 対 象 

分譲マンション計画修繕 

調査費助成 

 分譲マンションの管理組合が、将来に予測さ 

れる大規模修繕に計画的に取り組む目的で、建 

物及び給排水管について調査診断を実施する場 

合に、その費用の一部を助成する。 

区内分譲マンション 

管理組合 
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分譲マンション共用部分 

改修費用助成 

分譲マンションの管理組合が、共用部分の修 

繕工事や防災対策工事を行う場合に、設計及び 

工事費用の一部を助成する。 

区内分譲マンション 

管理組合 

分譲マンションアドバイ 

ザー制度利用助成 

(公財)東京都防災・建築まちづくりセンター

が実施している「建替え・改修アドバイザー制

度」及び「管理アドバイザー制度」を利用する

場合に利用料金を全額助成する。 

区内分譲マンション 

管理組合 

分譲マンション共用部分 

リフォームローン保証料

助成 

 分譲マンションの共用部分をリフォームする 

管理組合が、(独)住宅金融支援機構の「マンシ

ョン共用部分リフォームローン」融資を受け、 

(公財)マンション管理センターに債務保証を委

託する場合において、限度額の範囲内で、その

保証料を助成する。 

区内分譲マンション 

管理組合 

 

(2) 相談事業 

事 業 名 内 容 対 象 

分譲マンション管理相談 分譲マンションの適切な維持管理を促進する

ため、建物の修繕計画や管理について専門家に

よる相談を行う。 

区内分譲マンション

管理組合役員及び区

分所有者 

マンション管理士の派遣 分譲マンション管理組合の総会、理事会、専

門部会、勉強会等において、建物の維持管理、

大規模修繕、建替え等について助言・提案等を

行うマンション管理士を派遣する。 

区内分譲マンション

管理組合 

 

(3) 管理支援事業  

事 業 名 内 容 対 象 

分譲マンション管理セミ

ナーの開催 

分譲マンションに関する専門家を講師に招

き、マンションの管理運営、トラブル対策、大

規模修繕などについて、セミナーを年３回開催

する。 

区内分譲マンション

管理組合役員及び区

分所有者等 

情報誌「素敵にマンション

ライフ」の発行 

より快適なマンション生活を目指し、分譲マ

ンションに関する情報や各種支援事業を紹介す

る情報誌を年３回発行する。 

区内分譲マンション

管理組合 
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中央区分譲マンション管

理組合交流会への支援 

区内の分譲マンション管理組合の役員等が自

主的に集い、快適なマンション生活を実現する

ことを目的に活動している「中央区分譲マンシ

ョン管理組合交流会」の事務局を担い、同会の

活動を支援する。 

中央区分譲マンショ

ン管理組合交流会 

マンション管理情報コー

ナーの運営 

区内の分譲マンション管理組合等に情報を提

供するため、分譲マンションの管理に関する書

籍・法令・通達・判例などが閲覧できるマンシ

ョン管理情報コーナーの充実を図る。 

区内分譲マンション

管理組合役員及び区

分所有者 

分譲マンション管理組合

支援システム「すまいるコ

ミュニティ」の運用 

インターネットを利用した分譲マンション管

理組合支援システムを無料で提供し、管理組合

の運営及び居住者間の交流を支援する。 

区内分譲マンション

管理組合及び居住者

等 

                 

 

５ 管理・運営等 
 

(1) 理事会の開催 

【本年度の主な議題】 

開催予定月 議 題 

平成２８年６月 平成２７年度事業報告及び決算について 

平成２９年３月 平成２９年度事業計画及び予算について 

 

(2) 評議員会の開催 

【本年度の主な議題】 

開催予定月 議 題 

平成２８年６月 平成２７年度事業報告及び決算について 

平成２９年３月 平成２９年度事業計画及び予算について 

 

(3) 公社の事業と活動内容等の情報開示 
 

公社の事業報告及び決算書類等を掲示するとともに、概要・事業活動等について、ホーム

ページにおいて積極的に情報開示を図る。 
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